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（独）酒類総合研究所

（※）目標の達成状況について

定量的な目標

目標達成率90％以上

目標達成率50％以上

目標達成率50％未満

実施した取組内容 取組の効果 実施において明らかとなった課題等 今後の対応

新規
取組

目標の達成
状況（※）

１　重点的取組

⑴ 一者応札の改善

　一者応札に係る改善方策として以下の
取組を行っている。

【総括】
　左記取組を行った結果、一者応札件数
割合については30.0％（一般競争入札30
件中9件）となっており、平成27年度割合
26.5％を上回る結果となっている。
　これは、①一者応札件数は対前年同数
であるが、一般競争入札件数が減少（34
件→30件）したこと、②平成28年度が第
４期中期目標期間初年度であることか
ら、研究を進める上で特殊仕様となりや
すい研究関係機器の調達が増加（1件→3
件）したことが要因であると分析してい
る。

Ａ －

　引き続き実施する。

① 物品及び複数年保守の一体調達 　物品及び複数年保守の一体調達につい
ては、乾式複写機の調達（平成27年度）
における保守契約で活用した（平成28年
度から５年間の複数年契約）。

　複数応札となっており、一定の効果が
あったものと評価している。

Ａ －

　引き続き実施する。

② 公告期間の十分な確保 　公告期間を休日を除く11日間以上とす
ることを徹底し、新規参入業者が入札へ
の参加を検討する期間の延伸に努めてい
る。

　十分な公告期間を設けることにより入
札参加業者数の拡大を図り、競争性の確
保等の効果を期待できる。 Ａ －

　引き続き実施する。

③ 業務等準備期間の十分な確保 　仕様書の作成時から業者等に聴き取り
を行い、調達における必要な準備期間の
把握のほか、可能なものについては入札
時期を早めることにより、業務開始まで
の十分な準備期間及び業務履行期間の確
保に努めている。

　十分な準備期間を置くことにより入札
参加業者数の拡大を図り、競争性の確保
等の効果が期待できる。

Ａ

　引き続き実施する。

④ 業者等からの聴き取り 　入札説明を受けたものの、入札への参
加を取り止めた業者等から、取止めを決
定した要因の聴き取りを行うことで不参
加の理由を把握した。

　不参加理由を把握したことで、次回入
札の改善の検討に活かすべき情報収集が
できた。 Ａ －

　引き続き実施する。

Ｃ 何らかの理由によって計画に記載した内容が実施できなかった取組、又は計画に記載した内容の検討を開始するまでにとどまった取組

調達等合理化計画で記載した事項

平成27年度と同様、①から④の取
組を行うことで、競争契約に占める
一者応札・応募件数割合を平成27年
度の26.5％以下とする。

Ｂ 計画に記載した内容を部分的に実施した取組、又は実施に向けて関係部局等（自府省庁内の他部局、他府省庁等）との調整を行った取組

平成28年度独立行政法人酒類総合研究所調達等合理化計画の自己評価

定性的な目標

Ａ 計画に記載した内容を概ね実施した取組
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Ｃ 何らかの理由によって計画に記載した内容が実施できなかった取組、又は計画に記載した内容の検討を開始するまでにとどまった取組

調達等合理化計画で記載した事項

Ｂ 計画に記載した内容を部分的に実施した取組、又は実施に向けて関係部局等（自府省庁内の他部局、他府省庁等）との調整を行った取組

定性的な目標

Ａ 計画に記載した内容を概ね実施した取組

⑵ 汎用的な物品・役務に関する調達 【総括】
　契約金額及び契約事務などの調達コス
ト低減に向け、以下の取組を行った。

　左記取組を行った結果、契約金額にお
いて約139万円の削減（単価契約を除く平
成27年度の契約金額との比較可能な案件
を単純集計）となっているほか、契約事
務量の削減にもつながっており、一定の
取組効果が出ているものと評価してい
る。

Ａ － －

① 共同調達
共同調達の実施品目について

は、７品目以上とする。また、中
小企業者の受注の機会の増大を図
るため、共同調達を行う際に、経
済合理性に留意しつつ、適切な品
目分類、適切な配送エリア等の設
定に努める。

　過年度調達の分析や共同調達先及び共
同調達可能な契約の選定を行い、広島国
税局及び中国財務局と「清掃業務」及び
「緑地維持管理業務」等の７品目（継続
６件、新規１件）について共同調達を実
施した。

　共同調達を実施し、契約事務量が縮減
されるとともに、契約金額において約139
万円の削減（単価契約を除く平成27年度
の契約金額との比較可能な案件を単純集
計）となった。 Ａ －

　引き続き実施する。

② 単価契約の推進
中小企業者の受注の確保等に留

意しつつ、単価契約による調達に
より契約件数の縮減を推進すると
ともに、少額随意契約による調達
を見直し、一般競争入札の導入・
拡大を推進する。

○

　産業廃棄物処理委託業務について、随
意契約から一般競争入札へ移行し単価契
約を行ったほか、電話交換機保守業務に
ついては、少額随意契約を複数年契約と
して一般競争入札を実施した（共に平成
29年度年間契約）。

　経費削減や契約件数の縮減など、来年
度における調達コストの削減が期待でき
る。

Ａ －

　引き続き実施する。

２　調達に関するガバナンスの徹底

⑴ 随意契約に関する内部統制の確立

　平成28年度において、新たに随意契約
を締結する案件は発生していない。

－ － －

　引き続き実施する。

調達コスト低減等の観点から、平
成28年度においても、立地条件も配
慮しながら、引き続き①から②の取
組を実施することにより経費削減に
努める。

新たに随意契約を締結することと
なる案件については、事前に研究所
内に設置された契約審査委員会（委
員長は契約責任者）に報告し、会計
規程における「随意契約によること
ができる事由」との整合性や、より
競争性のある調達手続の実施の可否
の観点から点検を受けることとす
る。ただし、緊急の必要によりただ
ちに随意契約を行わなければならな
い場合等やむを得ないと認められる
場合は、事後的に報告を行うことと
する。
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Ｂ 計画に記載した内容を部分的に実施した取組、又は実施に向けて関係部局等（自府省庁内の他部局、他府省庁等）との調整を行った取組

定性的な目標

Ａ 計画に記載した内容を概ね実施した取組

○

　平成29年１月の全体研修において①会
計研修の理解度チェック及び②研修の内
容等の満足度を図るためのアンケートを
実施した。

　会計研修の効果について、定量的な測
定を行うことができた。
　理解度チェックにおいて、職員の会計
規程の理解が一部不十分な点を把握した
ため、部門長会議において、フォロー
アップとなる周知を行った。

なお、理解度チェック等の結果につい
ては、次回研修に反映させ、研修内容の
充実を図ることとする。
　おって、研修内容の満足度について
は、概ね満足との結果を得ている。

Ａ －

　引き続き実施する。

３．自己評価の実施

　平成27年度末終了時に調達等合理化計
画の自己評価を行い、平成28年度提出の
「平成27年度業務実績報告書」へ反映さ
せ、主務大臣へ報告した。
　なお、主務大臣からは特段の意見な
く、平成28年度計画の見直しを行う予定
はない。

　平成27年度の主務大臣評価「Ｂ」

《平成28年度の取組状況》
　調達等合理化については、物品及び複
数年契約保守の一体調達の活用並びに広
島国税局及び中国財務局との共同調達を
実施し、一定のコスト削減を達成するな
ど、適切に実施した。
　一者応札については、平成27年度にお
いて大幅な改善し、平成28年度において
も、契約監視委員会の点検結果等を踏ま
えて策定した計画に従って、公正性・透
明性を確保しつつ、自律的に調達等合理
化を推進した。

Ａ

《一者応札》
　平成28年度の一者応札による契約件数
は９件（前年度９件）、構成比30％（前
年度26.5％）であり、前年度と比べて年
間の契約件数の減少による構成比の3.5Ｐ
増加となっている。
　平成28年度の一者応札による調達を類
型的に見ると、契約件数９件の内７件
（構成比77.8％）が、研究業務に係る特
殊な仕様の研究用機器の調達及び保守の
契約であったことから、対応できる業者
が必然的に絞られる結果となった。
　上記のとおり、研究用機器契約が多い
年度は、結果として一者応札の割合が高
くなる傾向にある。

　引き続き実施する。

⑵ 不祥事事件の未然防止に関する研修
の実施
　不祥事事件を未然に防止するた
め、研究所職員（非常勤職員含む）
を対象とした研修を実施し、「会計
検査院決算検査報告」や新聞等で明
らかになった不祥事事例を紹介する
ことにより、調達における規程等の
遵守の重要性について理解を深める
こととする。
　また、研修内容については、理解
度チェックシート兼アンケートを作
成、使用して研修効果を定量的に測
定し、その結果を研修に反映させる
ことで研修内容の充実に努めること
とする。

　年度終了後に実施し、自己評価結果を
主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受
ける。主務大臣による評価結果を踏ま
え、その後の調達等合理化計画の改定・
策定等に反映させるものとする。
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４．推進体制

⑴　推進体制
　上半期終了後に開催し、上半期までの
調達等合理化計画の中間評価を行った。

　上半期終了時における調達等合理化計
画の目標達成状況を把握し、下半期に実
施すべき取組について確認することがで
きた。

Ａ －

　引き続き実施する。

⑵　契約監視委員会の活用
　契約監視員会を２回（平成28年6月,12
月）開催し、調達等合理化計画の策定及
び契約案件の事後点検を行い、審議概要
について公表を行った。

　契約監視委員会からの意見を今後の取
組の参考とすることができた。

Ａ －

　引き続き実施する。

５．その他

　平成27年度調達等合理化計画自己評価
結果及び平成28年度調達等合理化計画に
ついてホームページで公表を行った。

　取組の透明性を確保することができ
た。

Ａ －

　引き続き実施する。　調達等合理化計画及び自己評価結果等
については、研究所のホームページにて
公表するものとする。

　本計画に定める各事項を着実に実
施するため、理事を総括責任者とす
る調達等合理化検討会により調達等
合理化に取り組むものとする。

　監事及び外部有識者によって構成
する契約監視委員会は、当計画の策
定及び自己評価の際の点検を行うと
ともに、これに関連して個々の契約
案件の事後点検を行い、その審議概
要を公表する。


